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新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態措置を実施すべき区域の一部解

除等に伴う警察運営上の留意事項について（通達）

本年４月７日、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第32

条第１項の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が行われたとこ

ろであるが、本日、「新型コロナウイルス感染症に関する緊急事態措置を実施すべ

き区域の一部解除等について（通達）」（令和２年５月14日付け警察庁丙備二発第25

号ほか）に示されたとおり、一部の区域について緊急事態を解除する旨が公示され

た。

各都道府県警察においては、「新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大防

止のための更なる取組について（通達）」（令和２年４月10日付け警察庁丙給厚発

第10号ほか）等を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するための

様々な取組を進めているところであるが、今後、緊急事態の解除に伴い、地域にお

ける感染の状況等も踏まえつつ、取組の段階的な見直し等の検討も進められること

になると考えられる。

「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月28日付け新型

コロナウイルス感染症対策本部決定）（令和２年５月14日付け変更）」は、緊急事

態措置の対象とならない都道府県においても、「新型コロナウイルス感染症対策の

状況分析・提言」（2020年５月４日）で示された「新しい生活様式」の実践例を踏

まえた取組等を求めているほか、緊急事態措置を実施すべき区域が一部残っている

ことを踏まえ、自粛要請等の緩和や解除についても慎重に対応するよう求めている。



各位にあっては、これまでの取組の一部を見直すに当たっても、これまでに中断、

延期等をしていた業務をそのまま再開するのではなく、地域における感染の広がり

や対策の状況等を踏まえ、また、「新しい生活様式」の実践例やこれまでの累次に

わたる業務の見直し等の経験等も踏まえ、個別具体的に必要性・緊急性を精査する

とともに、可能な限り職員同士の接触を伴わない方法による代替手段を検討し、実

施する場合においても、感染リスクを低減するための具体的な措置を講ずるなどの

対策を徹底されたい。

なお、個々の業務の実施の当否等の検討に当たっては、警察庁各主管課と前広に

相談されたい。


